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第70期
定時株主総会招集ご通知
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■開催日時

平成29年６月29日（木曜日）
午前10時
（受付開始：午前９時）

■開催場所
東京都品川区大崎五丁目６番２号
都五反田ビル西館２階 当社研修室
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照願います｡)

■決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

（証券コード 6997）

表紙
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証券コード 6997
平成29年６月７日

株 主 各 位
東京都品川区大崎五丁目６番４号
日 本 ケ ミ コ ン 株 式 会 社
代表取締役社長 内 山 郁 夫

第70期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第70期定時株主総会を下記のとおり開催致しますので、ご出席下さいますようご通知申
し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、平成29年６月28日（水曜日）
午後５時30分までに議決権を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬　具
記

⒈ 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
⒉ 場 所 東京都品川区大崎五丁目６番２号

都五反田ビル西館２階 当社研修室
⒊ 目的事項

報告事項 ⒈ 第70期 (平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで) 事業報告、連結計算書類及び計算書類報告

の件
⒉ 会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

株式併合の件
取締役６名選任の件
監査役１名選任の件
補欠監査役１名選任の件
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⒋　議決権の行使等についてのご案内
⑴　書面により議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平

成29年６月28日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返送下さい。
⑵　インターネットにより議決権を行使される場合は、議決権行使サイト(http://www.evote.jp/)

において、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いた
だき、画面の案内に従い、平成29年６月28日（水曜日）午後５時30分までに賛否をご入力下
さい。詳細につきましては、３～４ページの「インターネットによる議決権行使のご案内」を
ご参照下さい。

⑶　議決権行使書とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットに
よる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承下さい。

⑷　インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有
効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォン又は携帯電話で重複して議決権を
行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。
◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット

上の当社ウェブサイト（http://www.chemi-con.co.jp/）において掲載させていただきます。
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＜インターネットによる議決権行使のご案内＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記の事項をご確認のうえ、行使していただき
ますようお願い申し上げます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）又はインターネットによる議決権行使のお手続きはい
ずれも不要です。

記
⒈　議決権行使サイトについて

⑴　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話(ｉモード、EZweb、
Yahoo!ケータイ)※から、当社の指定する議決権行使サイト(http://www.evote.jp/)にアク
セスしていただくことによってのみ実施可能です。(ただし、毎日午前２時から午前５時までは
取り扱いを休止します。)

　※「ｉモード」は㈱ＮＴＴドコモ、「EZweb」はＫＤＤＩ㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.
の商標又は登録商標です。

⑵　パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール
等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご
利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境に
よっては、ご利用できない場合もございます。

⑶　携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスを
ご利用下さい。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信及び携帯電話情報の送信が不
可能な機種には対応しておりません。

⑷　インターネットによる議決権行使は、平成29年６月28日（水曜日）の午後５時30分まで受け
付け致しますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスクへ
お問い合わせ下さい。

⒉　インターネットによる議決権行使方法について
⑴　議決権行使サイト(http://www.evote.jp/)において、議決権行使書用紙に記載された「ログ

インID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力下さい。
⑵　株主様以外の第三者による不正アクセス(“なりすまし”)や議決権行使内容の改ざんを防止する

ため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすること
になりますのでご了承下さい。

⑶　株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知致します。
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて
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⒊　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用(インターネット接続料金等)は、株主様の
ご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話等利用
による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
電話　0120-173-027（受付時間　９：00～21：00　通話料無料）

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームについて
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社ＩＣＪが運
営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会におけ
る議決権行使の方法として、当該プラットフォームをご利用いただけます。

以　上

― 4 ―

インターネットによる議決権行使のお手続きについて



2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

 (添付書類)
事 業 報 告

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

⒈　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当期における世界経済は、英国のEU離脱問題や米国の新政権の動向等、不透明感が増す中、米
国経済におきましては、堅調な個人消費に支えられ景気は回復基調で推移致しました。また、欧
州経済では緩やかな持ち直しの動きが見られ、中国では景気は、他の主要国に比べれば高い成長
率を維持しているものの、減速傾向が続きました。一方、国内経済におきましては、雇用情勢の
改善等を背景に景気は底堅く推移致しました。
　当社グループを取り巻く市場環境につきましては、パソコン市場向け需要が低調に推移したも
のの、自動車の電動化・電子化の進展等により自動車関連市場が好調であったほか、ゲーム機市
場及びエアコン市場向けの需要は堅調に推移致しました。
　このような経営環境のもと、当社グループにおきましては、第７次中期経営計画の最終年度と
して、企業改革のための諸施策を実行してまいりました。具体的には、平成28年４月１日付の機
構改革で導入した「事業統括体制」により、当社グループの事業を製品事業統括と材料事業統括
に分類致しました。更に製品事業統括については、大形アルミ電解コンデンサ、チップ形アルミ
電解コンデンサ、小形アルミ電解コンデンサ等の５つの製品群に分類し、これらの製品群ごとに
執行役員を配置するなど、その責任の明確化を図ると共に、経営の効率化を進めてまいりました。

一方、製品開発等におきましては、売上の伸長が見込める戦略市場をターゲットとした新製品
の開発に努めてまいりました。具体的には、電気自動車やプラグインハイブリッド車の車載充電
器向けに、従来品に比べ耐振動性能を向上させた基板自立形アルミ電解コンデンサ「KVSシリー
ズ」及び「LVSシリーズ」を開発したほか、工作機械や産業用ロボット等の産業機器に向けまし
ては、業界最高レベルの耐電圧を実現した「RHBシリーズ」の量産を開始するなど、各用途への
最適化を進めた新製品を市場へ投入致しました。

また、当社は「環境と人にやさしい技術への貢献」という企業理念に基づき、各事業所を中心
として、CO2や排水の削減等による生物多様性への配慮や環境負荷の少ない製品の開発、設計、
販売の推進等の環境管理活動を継続的に行っております。このような継続的な活動の結果、平成
29年１月23日に発表された日本経済新聞社実施の「第20回環境経営度調査」において、電子部
品メーカーの中では最上位クラスの61位（前回順位：72位）を獲得致しました。
　これらの結果、当期の連結業績につきましては、売上高は1,163億11百万円（前期比1.8％減）
となり、営業利益は33億38百万円（前期比53.2％増）、経常利益は20億２百万円（前期比71.8％
増）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は８億40百万円（前期親会社株主に
帰属する当期純損失69億５百万円）となりました。
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116,311118,414

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

売上高

3,338

2,179

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

営業利益

2,002

1,165

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

経常利益

840

△6,905

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益

　なお、当期における事業の部門別の状況は次のとおりであります。

① コンデンサ部門（1,052億43百万円、売上総額の90.5％）
　インバータ・産業機器関連の需要
が減少したことなどにより、当部門
の売上高は前期比2.8％の減少とな
りました。

売上高
構成比

90.5％

105,243108,240

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）
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② 機構・その他部品部門（27億88百万円、売上総額の2.4％）
　ＣＭＯＳカメラモジュールの増加
はありましたが、アモルファスチョー
クコイルの減少により、当部門の売上
高は前期比0.7％の減少となりまし
た。

売上高
構成比

2.4％

2,7882,807

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

③ コンデンサ用材料部門（63億31百万円、売上総額の5.4％）
　アルミ電解コンデンサ用電極箔の
需要が増加したことなどにより、当部
門の売上高は前期比20.3％の増加と
なりました。

売上高
構成比

5.4％

6,331
5,264

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

④ その他の部門（19億48百万円、売上総額の1.7％）
　リセール品の減少などにより、当部
門の売上高は前期比7.3％の減少と
なりました。 売上高

構成比

1.7％

1,9482,101

平成28年度
（当期）

平成27年度

（単位：百万円）

⑵　設備投資の状況
　当期における設備投資は、総額45億90百万円であり、その主なものはアルミ電解コンデンサ用電極箔の
生産設備の増強及びアルミ電解コンデンサの生産設備の合理化投資であります。

⑶　資金調達の状況
　当期における資金調達につきましては、主に当期の借入金の返済163億円に充当するため、当
社において銀行借入等により155億円を調達致しました。
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⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、欧米経済は堅調な個人消費等を背景に、緩やかな回復基調で推
移することが予測されるものの、新政権の政策動向等による下振れリスクがあることや中国経済
が引き続き緩やかな減速基調で推移することが予想されること等から、当社グループを取り巻く
経営環境は、依然として予断を許さない状況が続くものと予想されます。
　当社グループにおきましては、平成29年４月から「創業90周年に向けた事業構造変革による
強固な経営基盤づくり：経営革新のさらなる深化」を目標とする「第８次中期経営計画」をスタ
ートし、「お客様に喜ばれるサービスの提供と真のニーズに応える新たな価値の創出」を基本戦
略として掲げ、世の中の変化に柔軟に対応できる企業体制を構築してまいります。
　具体的な施策としては、受注から出荷までの各プロセスにおける品質上の不具合要因を分析す
るなど、全社を挙げて品質保証体制の一層の充実を図り、品質に係る顧客満足度を更に高めてま
いります。併せて、各地域別にターゲット市場や重点拡販製品を明確化し、お客様のニーズに合
わせたきめ細やかな拡販活動を推進することにより、売上の拡大、収益体質の強化につなげてま
いります。
　また、平成29年４月１日付で、当社の連結子会社であるケミコン福島株式会社と福島電気工業
株式会社を合併し、アルミ電解コンデンサの材料から組み立てまでの一貫した生産体制によるコ
スト競争力の強化を図ってまいります。更に、同日付でケミコン山形株式会社とケミコン米沢株
式会社を合併し、両社で生産している電気二重層キャパシタの一元管理等により生産性の向上を
図ると共に、間接部門の効率化を推進することでより一層の原価低減を図ってまいります。

　当社及び当社の欧州子会社であるEurope Chemi-Con (Deutschland) GmbHは、平成27年
11月に、欧州委員会から欧州におけるアルミ電解コンデンサ及びタンタル電解コンデンサの販売
に関して欧州競争法違反の嫌疑に関するStatement of Objections（異議告知書）を受領し、欧
州委員会からの調査に対して引き続き適切な対応をとっております。
　また、当社、当社の台湾子会社である台湾佳美工股份有限公司及び当社の香港子会社である
Hong Kong Chemi-Con Ltd.は、平成27年12月に、アルミ電解コンデンサの取引に関する台湾
競争法違反の疑いについて台湾公平交易委員会から、制裁金を課すことを決定した旨の通知を受
領致しましたが、当該決定につきましては、当社の認識と相違があり承服できないものであるこ
とから、平成28年２月に、同委員会の処分の取り消しを求め台北高等行政法院に行政訴訟を提起
致しております。
　株主の皆様に多大なご心配をおかけしておりますことを深くお詫び申し上げます。このよう
な事態になりましたことを厳粛に受け止め、規程の見直しやマニュアルの策定、従業員への教育
研修、内部監査等の諸施策を実施し、競争法遵守の再徹底を図っております。今後も、あらゆる
手段を講じ再発防止と競争法その他の法令遵守の徹底に全力を尽くし、公正に事業を遂行してま
いります。
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⑸　財産及び損益の状況の推移

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（当　期）
平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで

平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで

平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで

平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで

売 上 高（百万円） 113,962 123,365 118,414 116,311

経 常 利 益（百万円） 4,304 6,207 1,165 2,002

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損

 

失(△)
（百万円） 3,315 5,362 △6,905 840

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)（円） 22.34 32.91 △42.38 5.16

総 資 産（百万円） 139,769 146,657 137,117 139,768

純 資 産（百万円） 63,844 78,146 62,864 63,571
（注）⒈　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除）に

基づき算出し、小数点第３位を四捨五入して表示しております。
⒉　平成25年度は、消費税増税前の駆け込み需要により生活家電市場が好調に推移したことに加え、自動

車関連市場や新エネルギー市場も伸長したことなどにより、増収増益となりました。
平成26年度は、円安傾向が続いたことによる輸出の増加に加え、海外における携帯通信機器向け基地
局通信装置や設備産業向け製品の需要が堅調に推移したことにより、増収増益となりました。
平成27年度は、自動車関連市場及びゲーム機市場は堅調であったものの、中国地域におけるエアコン
等の生活家電市場や産業用ロボット等の設備関連市場が低迷したこと及び独占禁止法関連損失の計上
などにより、減収減益となりました。
平成28年度の状況につきましては、前記「⑴　事業の経過及びその成果」に記載のとおりでありま
す。
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⑹　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

ケ ミ コ ン 岩 手 ㈱ 400百万円 100％ コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

ケ ミ コ ン 宮 城 ㈱ 400百万円 100％ コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

ケ ミ コ ン 福 島 ㈱ 400百万円 100％ コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

福 島 電 気 工 業 ㈱ 400百万円 100％ ア ル ミ 電 解 コ ン デ ン サ 用
電 極 箔 の 製 造 販 売

United Chemi-Con,Inc. US$ 30,000千 100％
(100％) コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

Chemi-Con Materials Corporation US$ 60,000千 100％
(100％)

ア ル ミ 電 解 コ ン デ ン サ 用
電 極 箔 の 製 造 販 売

Europe Chemi-Con (Deutschland)
GmbH EURO 2,045千 100％ コ ン デ ン サ の 販 売

Singapore Chemi-Con (Pte.) Ltd. S$ 10,000千 100％ コ ン デ ン サ の 販 売

P.T.Indonesia Chemi-Con US$ 36,000千 90.00％
(10.83％) コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

Chemi-Con (Malaysia) Sdn. Bhd. RM 60,000千 100％ コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

台 湾 佳 美 工 股 份 有 限 公 司 NT$ 600,000千 100％ コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

貴 弥 功 （ 無 錫 ） 有 限 公 司 US$ 38,000千 100％
(100％) コ ン デ ン サ の 製 造 販 売

Hong Kong Chemi-Con Ltd. HK$ 690,000千 100％ コ ン デ ン サ の 販 売

上 海 貴 弥 功 貿 易 有 限 公 司 US$ 3,000千 100％
(100％) コ ン デ ン サ の 販 売

（注）⒈　当社の出資比率欄の（　）内は、間接所有割合を内数で示しております。
⒉　中国・香港地域における経営基盤強化のために、平成28年８月に、当社が保有している貴弥功（無

錫）有限公司及び貴弥功電子研発（無錫）有限公司の出資持分全てをHong Kong Chemi-Con Ltd.に
譲渡致しました。

3　Hong Kong Chemi-Con Ltd.は、平成28年９月にHK$655,000千増資致しました。
4　ケミコン福島㈱は、平成29年４月１日付で当社子会社の福島電気工業㈱を吸収合併致しました。

― 10 ―

重要な子会社の状況



2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

⑺　主要な事業内容
　当社グループは、電子機器用各種コンデンサ、コンデンサ用材料、機構・その他部品等の製造・
仕入・販売を主な事業とし、その製品は民生用電子機器から産業用電子機器に至るまであらゆる
分野で使用されております。なお、部門別の主要な製品は次のとおりであります。

部 門 主 要 な 製 品

コ ン デ ン サ アルミ電解コンデンサ、積層セラミックコンデンサ、フィルムコンデンサ、
電気二重層キャパシタ、セラミックバリスタ

機 構 ・ そ の 他 部 品 アモルファスチョークコイル、ＣＭＯＳカメラモジュール
コ ン デ ン サ 用 材 料 アルミ電解コンデンサ用電極箔・封口ゴム
そ の 他 その他電子部品等

⑻　主要な営業所及び工場
①当　社

本 社 東京都品川区大崎五丁目６番４号
製造拠点 高萩工場（茨城県高萩市）

新潟工場（新潟県北蒲原郡聖籠町）
営業拠点
(営業所)

仙台（宮城県大崎市）、北関東（栃木県宇都宮市）、新潟（新潟県長岡市）、
北陸（石川県金沢市）、長野（長野県松本市）、静岡（静岡県静岡市）、
名古屋（愛知県名古屋市）、大阪（大阪府吹田市）、福岡（福岡県福岡市）

そ の 他 福島事業所（福島県西白河郡矢吹町）
神奈川研究所（神奈川県川崎市）

②子会社
製造拠点 国内 ケミコン岩手㈱（岩手県北上市）、ケミコン宮城㈱（宮城県大崎市）、

ケミコン福島㈱(福島県西白河郡矢吹町)、福島電気工業㈱(福島県喜多方市)
海外 Chemi-Con Materials Corporation(米国)、P.T.Indonesia Chemi-Con(インドネシア)、

Chemi-Con(Malaysia)Sdn.Bhd.(マレーシア)、台湾佳美工股份有限公司(台湾)、
貴弥功(無錫)有限公司(中国)

営業拠点 海外 United Chemi-Con,Inc.(米国)、Europe Chemi-Con(Deutschland)GmbH(ドイツ)、
Singapore Chemi-Con(Pte.)Ltd.(シンガポール)、Hong Kong Chemi-Con Ltd.(香港)、
上海貴弥功貿易有限公司(中国)
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⑼　従業員の状況
部 門 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

コ ン デ ン サ 5,628名 10名減
機 構 ・ そ の 他 部 品 91名 －
コ ン デ ン サ 用 材 料 1,003名 46名増
そ の 他 50名 7名減
合 計 6,772名 29名増

（注）⒈　従業員数は就業人員であり、臨時従業員を除いて記載しております。
⒉　当社の従業員数は、960名（前期末比４名増）であります。

⑽　主要な借入先
借 入 先 借 入 金 残 高

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 21,500百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,779百万円
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,510百万円
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,500百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,800百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 641百万円

 
（注）　シンジケートローンは、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び株式会社三井住友銀行を幹事として23社から

組成されております。
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⒉　会社の株式に関する事項
⑴　発行可能株式総数 396,132,000株
⑵　発行済株式の総数 163,148,334株
⑶　株　　 主　　 数 13,228名
⑷　大　　 株　　 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 6,084千株 3.73％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 6,067千株 3.72％
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 5,785千株 3.55％
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 5,130千株 3.15％
C H A S E  M A N H A T T A N  B A N K  G T S
C L I E N T S  A C C O U N T  E S C R O W 4,890千株 3.00％
M S C O  C U S T O M E R  S E C U R I T I E S 3,998千株 2.45％
C B N Y  D F A  I N T L  S M A L L
C A P  V A L U E  P O R T F O L I O 3,965千株 2.43％

CBNY-GOVERNMENT OF  NORWAY 3,427千株 2.10％
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,346千株 2.05％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口5) 3,159千株 1.94％

（注）　持株比率は自己株式（243,535株）を除いて算出しております。
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⒊　会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

内 山 郁 夫 代 表 取 締 役 社 長
( 社 長 執 行 役 員 )

監査室担当、Europe Chemi-Con (Deutschland)
GmbH 取締役

峰 岸 克 文 取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 )

製品事業統括 総統括、Chemi-Con Materials 
Corporation 代表取締役社長、ケミコン福島㈱ 取締役、
福島電気工業㈱ 取締役

白 石 修 一 取 締 役
( 常 務 執 行 役 員 )

営業本部長、経営戦略部担当、United Chemi-Con, Inc. 
取締役、Hong Kong Chemi-Con Ltd. 取締役、Singapore 
Chemi-Con (Pte.) Ltd. 取締役

今 春 　 徹 取 締 役
( 上 席 執 行 役 員 )

製品事業統括 副統括、台湾佳美工股份有限公司 董事長、
貴弥功（無錫）有限公司 董事長、ケミコン岩手㈱ 取締役、
ケミコン宮城㈱ 取締役

高 橋 英 明 取 締 役
川 上 欽 也 取 締 役

市 川 　 昇 常 勤 監 査 役 ケミコン岩手㈱ 監査役、ケミコン福島㈱ 監査役、福島電
気工業㈱ 監査役

高 橋 幸 定 常 勤 監 査 役 ケミコン宮城㈱ 監査役

会 田 豊 治 監 査 役
森 田 史 夫 監 査 役 ㈱プロギア 代表取締役社長

（注）⒈　高橋幸定及び森田史夫の両氏は、平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会において、新たに監
査役に選任され就任致しました。

⒉　取締役柿﨑紀明氏は、平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって任期満了によ
り退任致しました。

⒊　監査役金﨑敦及び太田宗男の両氏は、平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会終結の時をもっ
て任期満了により退任致しました。

⒋　取締役高橋英明及び川上欽也の両氏は社外取締役であります。
⒌　監査役会田豊治及び森田史夫の両氏は社外監査役であります。
⒍　取締役高橋英明、川上欽也並びに監査役会田豊治、森田史夫の４氏につきましては、東京証券取引所

に対し、独立役員として届け出ております。
⒎　監査役高橋幸定及び森田史夫の両氏は、経理・財務業務に従事し又は当該業務を担当した経験を有し

ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
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⒏　当期中における取締役及び監査役の「地位」及び「担当及び重要な兼職の状況」の異動は次のとおり
であります。

氏 名 新 旧 異動年月日

峰 岸 克 文

取締役
常務執行役員
製品事業統括 総統括
Chemi-Con Materials 
Corporation 代表取締役社長
ケミコン福島㈱ 取締役
福島電気工業㈱ 取締役

取締役
常務執行役員
材料事業本部長
福島電気工業㈱ 取締役
Chemi-Con Materials 
Corporation 取締役

平成28年
４月１日

白 石 修 一

取締役
上席執行役員
営業本部長
経営戦略部担当
United Chemi-Con,Inc. 取締役
上海貴弥功貿易有限公司 董事

取締役
上席執行役員
企画本部長 平成28年

４月１日

取締役
常務執行役員
営業本部長
経営戦略部担当
United Chemi-Con,Inc. 取締役
上海貴弥功貿易有限公司 董事

取締役
上席執行役員
営業本部長
経営戦略部担当
United Chemi-Con,Inc. 取締役
上海貴弥功貿易有限公司 董事

平成28年
６月29日

取締役
常務執行役員
営業本部長
経営戦略部担当
United Chemi-Con,Inc. 取締役
Hong Kong Chemi-Con Ltd. 取
締役
Singapore Chemi-Con (Pte.) 
Ltd. 取締役

取締役
常務執行役員
営業本部長
経営戦略部担当
United Chemi-Con,Inc. 取締役
上海貴弥功貿易有限公司 董事

平成28年
９月１日

今 春 　 徹

取締役
上席執行役員
製品事業統括 副統括
台湾佳美工股份有限公司 董事長
貴弥功（無錫）有限公司 董事長
ケミコン岩手㈱ 取締役
ケミコン宮城㈱ 取締役

取締役
上席執行役員
生産本部長
台湾佳美工股份有限公司 董事長
貴弥功（無錫）有限公司 董事長
ケミコン岩手㈱ 取締役
ケミコン宮城㈱ 取締役
ケミコン福島㈱ 取締役

平成28年
４月１日

市 川 　 昇
ケミコン岩手㈱ 監査役
ケミコン福島㈱ 監査役
福島電気工業㈱ 監査役

福島電気工業㈱ 監査役 平成28年
６月27日
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９　当期末後、平成29年４月１日付で、次の取締役及び監査役の「担当及び重要な兼職の状況」につき変
更致しました。

氏 名 新 旧 異動年月日

峰 岸 克 文

取締役
常務執行役員
製品事業統括 総統括
Chemi-Con Materials 
Corporation 代表取締役社長
ケミコン福島㈱ 代表取締役社長

取締役
常務執行役員
製品事業統括 総統括
Chemi-Con Materials 
Corporation 代表取締役社長
ケミコン福島㈱ 取締役
福島電気工業㈱ 取締役

平成29年
４月１日

市 川 　 昇
ケミコン岩手㈱ 監査役
ケミコン福島㈱ 監査役

ケミコン岩手㈱ 監査役
ケミコン福島㈱ 監査役
福島電気工業㈱ 監査役

⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
取締役７名 171百万円（うち社外２名 20百万円）
監査役６名 59百万円（うち社外３名 15百万円）

 

（注）⒈　上記には、平成28年６月29日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名
及び監査役２名を含んでおります。

⒉　取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

⑶　社外役員に関する事項
①社外取締役　高橋英明

ア．重要な兼職先と当社との関係
　該当事項はありません。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

ウ．主な活動状況
　取締役会への出席状況及び発言状況

取締役会 発言状況

21回／21回
（出席率100％）

必要に応じて、長年にわたる大学教授としての経験
と見識を活かし、客観的な立場から発言を行ってお
ります。
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②社外取締役　川上欽也
ア．重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。
イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
ウ．主な活動状況

　取締役会への出席状況及び発言状況
取締役会 発言状況

21回／21回
（出席率100％）

必要に応じて、会社経営に関する豊富な経験と見識
を活かし、客観的な立場から発言を行っておりま
す。

③社外監査役　会田豊治
ア．重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。
イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
ウ．主な活動状況

　取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況
取締役会 監査役会 発言状況

20回／21回
（出席率95％）

22回／23回
（出席率96％）

必要に応じて、主にエレクトロニクス業界におけ
る豊富な経験と見識を活かし、客観的な立場から
発言を行っております。

④社外監査役　森田史夫
ア．重要な兼職先と当社との関係

　森田史夫氏が代表取締役社長を務められている㈱プロギアと当社は、取引関係その他特
別な関係はありません。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

ウ．主な活動状況
　取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

取締役会 監査役会 発言状況

15回／15回
（出席率100％）

13回／16回
（出席率81％）

必要に応じて、経営に関する豊富な経験と財務及
び会計に関する知見を活かし、客観的な立場から
発言を行っております。

― 17 ―

会社役員に関する事項



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

⑷　責任限定契約の内容の概要
　当社は、平成26年６月27日開催の第67期定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外
監査役の責任限定契約に関する規定を設けており、当該規定に基づき社外取締役全員及び社外監
査役全員と責任限定契約を締結しております。その概要は以下のとおりであります。
（責任限定契約の概要）
　契約締結以降、社外取締役及び社外監査役がその任務を怠ったことにより当社に損害を与えた
場合において、その職務を行うにつき善意でかつ重過失がなかったときは、会社法第425条第１
項に定める額を限度として損害賠償責任を負うものとする。
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⒋　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　新日本有限責任監査法人

⑵　会計監査人の報酬等の額
① 当社が支払うべき報酬等の額 53百万円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 54百万円
（注）⒈　当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品

取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、
上記①の金額をこれらの合計額で記載しております。

⒉　当社の重要な子会社のうち、Europe Chemi-Con(Deutschland)GmbH、Singapore Chemi-
Con(Pte.)Ltd.、P.T.Indonesia Chemi-Con、Chemi-Con(Malaysia)Sdn. Bhd.、台湾佳美工
股份有限公司、貴弥功（無錫）有限公司、Hong Kong Chemi-Con Ltd.、上海貴弥功貿易有限公
司は当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の法定監査を受けております。

⒊　監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告の聴取を通じて、
会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務遂行状況、報酬見積の算定根拠につ
いて確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等に
つき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３　非監査業務の内容
　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であ
る、再生可能エネルギー固定価格買取制度の減免申請に係る確認業務についての対価を支払って
おります。

４　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人がその職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合等、
その解任又は不再任が妥当と判断したときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定致します。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれか
に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任致し
ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会
計監査人を解任した旨及びその理由を報告致します。

５　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分の内容
金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容の概要
①処分対象

新日本有限責任監査法人
②処分の内容

契約の新規の締結に関する業務の停止　３ヶ月
（平成28年１月１日から同年３月31日まで）
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③処分理由
ア．株式会社東芝の平成22年３月期、平成24年３月期及び平成25年３月期における財務書

類の監査において、同監査法人の公認会計士が、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある
財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため。

イ．同監査法人の運営が著しく不当と認められたため。

― 20 ―

会計監査人の状況



2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

⒌　業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

⑴　業務の適正を確保するための体制
① 当社及び子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
　代表取締役社長が、「日本ケミコングループ企業行動憲章」の精神を繰り返し当社グループの
全役職員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。
　また、日常、意識しなければならない心がけを定めた「日本ケミコングループ行動規範」の徹
底を図るため、コンプライアンス体制の整備、充実を推進する。
　コンプライアンス統括役員(「役員」には執行役員を含む)が委員長を務めるコンプライアンス
委員会を中心に、社会規範・企業倫理を遵守した行動及び企業理念に適合した行動の推進を図る
ために、教育活動等を行う。
　特に、反社会的勢力に対しては、「いかなる国の反社会的勢力・団体の活動も支援しないと共
に、その活動に対しては毅然とした態度で臨む」ことを、当社グループの全役職員に周知徹底す
る。
　また、平素から警察等の外部専門機関からの情報収集に努めると共に、事案発生時には、外部
専門機関と連携し、速やかに対処できる体制の維持、充実を図る。
　代表取締役社長直轄の内部監査部門を設置し、当社グループの業務監査を実施する。
　当社グループの財務報告の適正性確保のために、内部監査部門がモニタリングすること等によ
り、法令等に従い適切に報告書を提出できる体制の充実を図る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体(以下「文書」
という)に記録し、保存する。取締役及び監査役は、「文書管理規程」により、常時、これらの
文書を閲覧できるものとする。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　企業活動あるいは企業理念実現を阻む様々な要因を排除し、企業が健全に存続・発展すること
を目指し、経営トップの方針として「日本ケミコングループリスクマネジメント方針」を当社グ
ループの全使用人及び関係者に表明すると共に、その徹底を図る。
　リスクマネジメント統括役員(「役員」には執行役員を含む)が委員長を務めるリスクマネジメ
ント委員会を中心に、会社に重大な影響を与えるリスクを洗い出し、当社グループ共通の管理を
行う体制の整備を進める。特に、地震・風水害等の自然災害、伝染病等の不測の事態が発生した
場合に備え、「事業継続規程」に則り事業継続のために必要な計画を整備し、企業活動に与える
損失を最小限に留めるように努める。
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④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図る。

ア．「共通職務権限規程」、「分掌職務権限規程」及び「子会社管理規程」
イ．取締役及び執行役員を構成員とする経営委員会
ウ．取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく本部、センター毎並びに部門毎

の目標と予算の設定、ＩＴを活用した月次業績管理の実施
エ．経営委員会及び取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び子会社の取
締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　「日本ケミコングループ企業行動憲章」及び「日本ケミコングループ行動規範」に則り、当社
グループ取締役、執行役員、使用人一丸となり、遵法意識の醸成を図る。
　当社グループ各社の担当役員及び各社の代表者は、「子会社管理規程」及び各社の「分掌職務
権限規程」、「共通職務権限規程」に基づき各社の業務執行の適正を確保する体制の確立と運用
の権限と責任を有する。
　子会社の取締役は「子会社管理規程」及びその他当社グループ共通に適用される規程に基づき
当社に報告を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の取締役からの独立性並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に
関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人を１名以上配置し、この使用人の人事異動については、事前
に監査役会と協議するものとする。この使用人は監査役の指揮命令下で職務遂行し、監査役の補
助に専念するものとする。

⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人並びに子会社の監査役が当社の監査役に報告をするため
の体制その他の監査役への報告に関する体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人並びに子会社の監査役は、監査役会に対して、法定の事項
に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、公益通報制度
による通報状況及びその内容を速やかに報告する。報告者、報告時期等報告の方法については、
取締役と監査役会との協議により決定する方法によるものとする。
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⑧ 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　「公益通報の取り扱いに関する規程」に基づき、監査役へ報告した者を当該報告をしたことを
理由として、解雇その他いかなる不利な取扱いも行わない。また、当該報告者の職場環境が悪化
することのないよう適切な措置を採るように努める。更に、このことを当社グループ全役職員に
周知徹底させるために教育を行う。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役が監査役会で定めた監査方針及び監査計画等に従って支出した監査の費用又はその他
監査に必要な費用について、当社は監査の支障が生じないよう速やかに支払い又は償還を行う。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制として、監査役会と代表取締役社
長との定期的な意見交換、監査役会による取締役、執行役員又は重要な使用人への定期的なヒア
リング、会計監査人との定期情報交換、内部監査部門長による内部監査報告を実施する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりでありま
す。
① 取締役会を毎月１回以上開催し、取締役及び監査役は、上程された審議事項について活発な意
見交換を行っています。特に、社外取締役は独立的かつ客観的・専門的立場から意見を表明する
と共に、監査役会と連携し、取締役の業務執行について積極的に提言を行っています。また、コ
ンプライアンス委員会では、グループ全体を射程として、コンプライアンス方針の策定並びにコ
ンプライアンスに係る行動計画の策定及び実施状況のモニタリング等を行っています。
　また、本社管理部門による内部監査として、「日本ケミコングループ企業行動憲章」及び「日
本ケミコングループ行動規範」の遵守状況を確認し、かつ当該遵守を確実なものとするため、国
内外の事業所に対する監査を実施しています。
　更に、当社では、新入社員や各階層の従業員に対して、定期的にコンプライアンス研修を実施
しています。加えて、競争法規制に関しては、同規制に対する従業員の理解を徹底するため、営
業部門を始めとした関係各部門を対象に、外部講師(弁護士)によるコンプライアンス講習会を実
施しているほか、社内における遵守体制を確認するために法務担当者による監査を行っておりま
す。

② 「文書管理規程」等の関連規程に基づき、取締役会等の議事録を始めとする業務執行に関する
文書を適切に保管しています。また、各取締役及び監査役は、必要に応じて、これらの文書を閲
覧・確認しています。
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③ 半期に一度、リスクマネジメント委員会を開催し、会社に重大な影響を与えるリスクの洗い出
しやそれに対処するための体制の整備について議論しました。当該委員会では、品質保証、環
境、知的財産権及び管理(情報セキュリティ、法務・倫理、災害・事故)の各担当部門長より、対
象期間内に発生した重大事故についての報告を行い、各部門間でのリスク意識の共有を図ってい
ます。また、「事業継続計画」を始めとする当社グループ共通のリスク管理体制の整備を進めて
います。

④ 機動的な意思決定を可能とするため、経営委員会を設置し、原則として毎週１回開催して経営
上の重要事項を審議しています。また、当社は、平成26年度から平成28年度を対象とする「第
７次中期経営計画」を策定しており、各取締役及び執行役員は、当該計画を指標とした効率的な
経営施策の実行に努めました。経営委員会及び取締役会は、月次業績のレビューを通じ、適宜経
営課題を把握し、必要な是正を行うことで、職務執行の効率化を図っています。

⑤ 当社取締役及び使用人等は、監査役会に対して適切に報告を行っています。具体的には、法定
事項の報告に加え、各部門の業務の執行状況についての報告が行われたほか、後述する監査室に
よる内部監査の実施状況及び評価報告等が行われました。各報告に対して、監査役は必要に応じ
て意見を述べています。

⑥ 「公益通報の取り扱いに関する規程」や当社グループにおける公益通報処理の仕組みを、社内
イントラネット上で自由に閲覧可能とすることで、公益通報制度の存在及び具体的な処理の仕組
み、並びに監査役等へ報告をした者が、それによって不利な取扱いを受けることのないことを、
従業員に周知しています。また、新入社員研修や各階層別研修等において、公益通報制度につい
ての説明・教育を行っています。

⑦ 監査役会においては、執行役員及び重要な使用人を対象とした個別の聴聞の機会を設けると共
に、代表取締役社長直轄の内部監査部門である監査室からその監査結果及び運営状況について報
告を受けるなど緊密に連携することで、監査役としての監査機能の強化を図っています。更に、
監査役会は、四半期毎に会計監査人と、会計監査人による監査報告、監査計画及び監査実施状況
等について意見交換を行うほか、期中においても必要に応じて会合を開催するなど、会計監査人
との連携を図っています。
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⒍　会社の支配に関する基本方針
　当社は、1931年の創業以来、アルミ電解コンデンサのリーディングカンパニーとしてエレクト
ロニクス市場にアルミ電解コンデンサを始めとする各種電子部品を安定的に供給してまいりました。
当社グループの特色は、これらの材料研究から生産設備の設計、製品化に至るまでのあらゆるプロ
セスをグループ内で一貫して行うことにあり、これにより当社グループは顧客に対して常に独創的
で信頼性の高い電子部品を供給することが可能になっています。また、当社グループではアルミ電
解コンデンサ用電極箔等の材料開発や将来を見据えた素材の基礎研究に積極的に取り組んでおり、
これらを活かした新製品の開発・事業化には多くの時間と経営資源を投入しています。このため当
社は、経営方針の継続性を一定期間維持する必要があり、定期的に３ヵ年の中期経営計画を策定し
経営の効率化に努めています。更に、これらの事業運営にあたっては、「環境と人にやさしい技術
への貢献」を企業理念に掲げ、研究開発から生産活動などの企業活動の全域にわたり地球環境の保
全に取り組んでおり、当社はこの企業理念のもと、各種電子部品の開発・供給を通じてエレクトロ
ニクス産業の発展に寄与することが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上につながるもの
と考えています。
　従って、当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とは、以上のような当社グル
ープの経営、企業理念及び様々なステークホルダー（顧客、取引先、従業員、地域社会等）との間
に築かれた関係等、当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利
益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者でなければならないと考えており
ます。
　当社は、上場会社であり市場の判断に基づく経営支配権の異動を通じた経営革新の効果や企業活
動の活性化を否定するものではありませんが、当社株式の大量取得を目的とする買付けについては、
当該買付け行為又は買収提案の当社の企業価値、株主共同の利益への影響を慎重に検討し判断する
必要があると考えています。
　現在のところ、当社ではいわゆる「買収防衛策」を予め定めることはしておりません。しかし、
当社と致しましては、株主の皆様から経営を負託された者の責務として、常に当社の株式取引や異
動の状況に重大な関心を持つと共に、有事対応のコンテンジェンシー・プランを策定し、当社株式
を大量に取得しようとする者が出現した場合には、社外の専門家を含めたプロジェクトチームを組
織し、当該買収提案の評価や当該取得者との交渉を行い、当社の企業価値、株主共同の利益に資さ
ないと判断された場合には、直ちに具体的な対抗措置の要否、内容等を速やかに決定し、実行する
体制を整えるなど、当社として最も適切と考えられる措置を講じてまいります。

（注）　本事業報告中の記載数字は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
ただし、百分率は四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

83,799
28,497
27,314
9,035
7,579
4,263
5,403
1,246

493
△34

55,968
37,541
12,305
14,994
1,625
6,908

588
1,118
1,083

17,344
15,663

14
370

1,327
△31

流 動 負 債 29,442
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 8,682
電 子 記 録 債 務 5,440
短 期 借 入 金 5,873
リ ー ス 債 務 176
未 払 金 4,198
未 払 法 人 税 等 638
未 払 費 用 2,335
賞 与 引 当 金 1,684
そ の 他 413

固 定 負 債 46,754
長 期 借 入 金 29,177
リ ー ス 債 務 467
繰 延 税 金 負 債 1,156
環 境 安 全 対 策 引 当 金 150
退 職 給 付 に 係 る 負 債 10,848
そ の 他 4,953
負 債 合 計 76,196

純 資 産 の 部
株 主 資 本 64,822

資 本 金 21,526
資 本 剰 余 金 28,079
利 益 剰 余 金 15,292
自 己 株 式 △75

その他の包括利益累計額 △1,652
その他有価証券評価差額金 1,387
為 替 換 算 調 整 勘 定 959
退職給付に係る調整累計額 △3,999

非 支 配 株 主 持 分 401
純 資 産 合 計 63,571

資 産 合 計 139,768 負 債 ・ 純 資 産 合 計 139,768
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 116,311
売 上 原 価 93,078
売 上 総 利 益 23,233
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,895
営 業 利 益 3,338
営 業 外 収 益 649

受 取 利 息 及 び 配 当 金 126
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 441
そ の 他 81

営 業 外 費 用 1,985
支 払 利 息 414
資 金 調 達 費 用 221
為 替 差 損 1,250
そ の 他 98

経 常 利 益 2,002
特 別 利 益 28

固 定 資 産 売 却 益 26
そ の 他 2

特 別 損 失 81
固 定 資 産 処 分 損 19
子 会 社 清 算 損 61

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,950
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,315
法 人 税 等 調 整 額 △215
当 期 純 利 益 851
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 10
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 840

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成28年４月１日残高 21,526 28,568 14,452 △71 64,475
当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △488 △488
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 840 840

自 己 株 式 の 取 得 △3 △3
株主資本以外の項目の
当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 － △488 840 △3 347

平成29年３月31日残高 21,526 28,079 15,292 △75 64,822

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成28年４月１日残高 896 2,527 △5,431 △2,006 395 62,864
当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △488
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 840

自 己 株 式 の 取 得 △3
株主資本以外の項目の
当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

490 △1,568 1,431 353 6 360

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 490 △1,568 1,431 353 6 707

平成29年３月31日残高 1,387 959 △3,999 △1,652 401 63,571
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の注記）
⒈　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　　　　26社
主要な連結子会社の名称

ケミコン岩手㈱、ケミコン宮城㈱、ケミコン福島㈱、福島電気工業㈱、United Chemi-Con,Inc.、
Chemi-Con Materials Corporation、Europe Chemi-Con（Deutschland）GmbH、Singapore 
Chemi-Con（Pte.）Ltd.、P.T.Indonesia Chemi-Con、Chemi-Con（Malaysia）Sdn.Bhd.、台湾
佳美工股份有限公司、貴弥功（無錫）有限公司、Hong Kong Chemi-Con Ltd.、上海貴弥功貿易有限
公司

⒉　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用非連結子会社はありません。
⑵　持分法適用関連会社の数　　　　　　２社

三瑩電子工業㈱、マルコンデンソー㈱
持分法適用の関連会社のうち、三瑩電子工業㈱の決算日は12月31日であり、同日現在の計算書類を
使用しております。

⑶　持分法を適用しない関連会社の数　　１社
（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しております。

⒊　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Dong Guang KDK Aluminum Foil Manufacture Ltd.、Hong Kong KDK Ltd.、
上海貴弥功貿易有限公司、貴弥功（無錫）有限公司、Chemi-Con Electronics（Thailand）Co.,Ltd. 、
Chemi-Con Electronics（Korea）Co.,Ltd.、Chemi-Con Trading（Shenzhen）Co.,Ltd. 及び貴弥功
電子研発（無錫）有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現
在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は連結上必要な調整を行っております。
またChemi-Con Trading（Shenzhen）Co.,Ltd.については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づ
く計算書類を使用しております。
なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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⒋　会計方針に関する事項
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品………主として総平均法又は先入先出法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

商品、貯蔵品………最終仕入原価法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原　 材　 料………主として先入先出法又は最終仕入原価法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

⑶　デリバティブ…………時価法
⑷　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産………
(リース資産を除く)

主として定率法によっております。ただし、当社及び国内連結子会社は、建物（建
物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。
建物………２～41年
機械装置…２～10年

無形固定資産………
(リース資産を除く)

主として定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産…………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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⑸　重要な引当金の計上基準
貸　倒　引　当　金……金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

賞　与　引　当　金……当社、国内連結子会社及び一部の在外連結子会社では、将来の従業員賞与の
支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担に属すると認め
られる額を計上しております。

環境安全対策引当金……「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によ
り、今後発生が見込まれるＰＣＢ廃棄物の処理費用に備えるため、当連結会
計年度末における所要見込額を計上しております。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

当社グループは借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っており、ヘッジ対象の
識別は個別契約毎に行っております。

③　ヘッジ有効性評価の方法
特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑺　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

③　連結納税制度の適用
当社及び国内連結子会社については、連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更
に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平
成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更
しております。
　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であり
ます。

（表示方法の変更）
前連結会計年度において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」は、金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「固定資
産売却益」は５百万円であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
⒈　有形固定資産の減価償却累計額………………………………………………………………… 140,434百万円
⒉　その他

当社グループは、アルミ電解コンデンサ等の取引に関して、米国、ＥＵ等の各国の競争当局による調査を
受けております。その結果として当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
⒈　発行済株式の総数に関する事項

普通株式 163,148,334株
⒉　配当に関する事項

⑴　配当金支払額
決議 株式の種類 配当の原資 配当の総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成28年6月29日
定時株主総会 普通株式 資本剰余金 488 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当の総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年6月29日
定時株主総会(予定) 普通株式 利益剰余金 488 3.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日
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（金融商品に関する注記）
⒈　金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定し、また、資金調達については主に銀行借
入、社債発行、増資による方針です。デリバティブについては為替リスク及び借入金の金利変動リス
クを回避するために利用しております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
受取手形及び売掛金は、当社グループにおける得意先等の信用リスクに晒されております。当該リス
クにつきましては売掛債権管理規程等に従い、得意先毎の期日管理及び残高管理を行っております。
投資有価証券である株式は市場価格変動リスクに晒されていますが、四半期毎に把握された時価が経
営委員会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払金は１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は
主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されており、
外貨建ての借入金は為替の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的に先物
為替予約取引を行っております。また、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的に金利
スワップ取引を行っております。
なお、ヘッジの有効性の評価については、金利スワップ取引は特例処理の要件を満たしており、有効
性の評価を省略しております。
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⒉　金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注
２）参照）

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴　現金及び預金 28,497 28,497 ―
⑵　受取手形及び売掛金 27,314 27,314 ―
⑶　投資有価証券

①　その他有価証券
②　関係会社株式

3,876
11,561

3,876
8,383

―
△3,178

資産計 71,250 68,072 △3,178
⑴　支払手形及び買掛金 8,682 8,682 ―
⑵　電子記録債務 5,440 5,440 ―
⑶　未払金 4,198 4,198 ―
⑷　短期借入金 5,873 5,873 ―
⑸　長期借入金 29,177 29,001 △176

負債計 53,373 53,196 △176
デリバティブ取引　※ 74 74 ―

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
（　）表示しております。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑶　投資有価証券

これらの時価について、取引所の価格によっております。
負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　電子記録債務、並びに⑶　未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑷　短期借入金

短期借入金に含まれる１年以内返済予定長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。この結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいこと
から、当該帳簿価額によっております。
１年以内返済予定長期借入金を除く短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

⑸　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっております。
変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記デリバティブ取引参照）、当該金
利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる
利率で割り引いて算定する方法によっております。
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デリバティブ取引
為替予約取引の時価については、先物為替相場によっております。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ
対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載し
ております。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額224百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること
などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶　投資有価証券　①　その他有価証券」
及び「⑶　投資有価証券　②　関係会社株式」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
⒈　１株当たり純資産額………………………………………………………………………………… 387円77銭
⒉　１株当たり当期純利益……………………………………………………………………………… 5円16銭

（その他の注記）
　退職給付関係

採用している退職給付制度の概要
当社、国内連結子会社及び一部の在外連結子会社は、確定給付型の制度である確定給付企業年金制度、退
職一時金制度及び確定拠出型の退職給付制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して割増退職
金を支払う場合があります。
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

67,610
16,304
1,544

28,693
869

2,371
802

8,318
3,670

652
4,852
△470

63,438
20,240

7,732
434

4,166
2

696
6,305

557
345
617
605
12

42,581
3,972

35,772
1,335

401
1,130
△31

流 動 負 債 32,513
支 払 手 形 374
買 掛 金 16,389
電 子 記 録 債 務 4,967
短 期 借 入 金 3,381
１年内返済予定の長期借入金 1,680
リ ー ス 債 務 163
未 払 金 3,358
未 払 法 人 税 等 474
未 払 費 用 927
賞 与 引 当 金 700
そ の 他 95

固 定 負 債 38,034
長 期 借 入 金 29,167
リ ー ス 債 務 447
退 職 給 付 引 当 金 3,441
環 境 安 全 対 策 引 当 金 150
繰 延 税 金 負 債 346
そ の 他 4,480
負 債 合 計 70,547

純 資 産 の 部
株 主 資 本 59,201

資 本 金 21,526
資 本 剰 余 金 28,079

資 本 準 備 金 25,774
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,305

利 益 剰 余 金 9,671
利 益 準 備 金 2,778
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,892

繰 越 利 益 剰 余 金 6,892
自 己 株 式 △75

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,300
その他有価証券評価差額金 1,300

純 資 産 合 計 60,501
資 産 合 計 131,049 負 債 ・ 純 資 産 合 計 131,049

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 104,449
売 上 原 価 89,973
売 上 総 利 益 14,475
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,705
営 業 利 益 2,769
営 業 外 収 益 410

受 取 利 息 及 び 配 当 金 327
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 40
そ の 他 42

営 業 外 費 用 1,954
支 払 利 息 388
資 金 調 達 費 用 221
為 替 差 損 1,235
そ の 他 108

経 常 利 益 1,225
特 別 利 益 3,620

関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 3,196
そ の 他 423

特 別 損 失 5
固 定 資 産 処 分 損 5

税 引 前 当 期 純 利 益 4,839
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,169
法 人 税 等 調 整 額 419
当 期 純 利 益 3,250

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

そ の 他
利益剰余金 利　益

剰余金
合　計繰 越 利 益

剰 余 金
平成28年４月１日残高 21,526 25,774 2,793 28,568 2,778 3,642 6,420
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △488 △488
当 期 純 利 益 3,250 3,250
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

当事業年度中の変動額合計 ― ― △488 △488 ― 3,250 3,250
平成29年３月31日残高 21,526 25,774 2,305 28,079 2,778 6,892 9,671

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成28年４月１日残高 △71 56,443 810 810 57,253
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △488 △488
当 期 純 利 益 3,250 3,250
自 己 株 式 の 取 得 △3 △3 △3
株主資本以外の項目の
当 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

490 490 490

当事業年度中の変動額合計 △3 2,757 490 490 3,247
平成29年３月31日残高 △75 59,201 1,300 1,300 60,501

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
⒈　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
⒉　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品………総平均法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

商品、貯蔵品………最終仕入原価法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原　 材　 料………先入先出法による原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

⒊　デリバティブ…………時価法
⒋　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………
(リース資産を除く)

主として定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平
成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によって
おります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物………２～41年
機械装置…２～10年

無形固定資産………
(リース資産を除く)

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産…………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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⒌　引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……将来の従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担に属する
と認められる額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により
費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

環境安全対策引当金
 

……「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によ
り、今後発生が見込まれるＰＣＢ廃棄物の処理費用に備えるため、当事業年度
末における所要見込額を計上しております。

⒍　重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。
⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

当社は借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個別
契約毎に行っております。

⑶　ヘッジ有効性評価の方法
特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

⒎　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
⑵　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
⑶　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理方法は、連結計
算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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（会計方針の変更に関する注記）
「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

（貸借対照表に関する注記）
⒈　関係会社に対する短期金銭債権………………………………………………………………… 35,633百万円

関係会社に対する長期金銭債権………………………………………………………………… 1,333百万円
関係会社に対する短期金銭債務………………………………………………………………… 15,336百万円
関係会社に対する長期金銭債務………………………………………………………………… 3,936百万円

⒉　有形固定資産の減価償却累計額………………………………………………………………… 60,754百万円
⒊　保証債務

関係会社の金融機関からの借入等に対する債務保証……………………………………… 2,844百万円
⒋　取締役、監査役に対する金銭債務……………………………………………………………… 102百万円
⒌　その他

当社グループは、アルミ電解コンデンサ等の取引に関して、米国、ＥＵ等の各国の競争当局による調査
を受けております。その結果として当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（損益計算書に関する注記）
　　関係会社との取引高

売 上 高……………………………………………………………………………………… 78,275百万円
仕 入 高……………………………………………………………………………………… 79,081百万円
受 取 利 息……………………………………………………………………………………… 41百万円
支 払 利 息……………………………………………………………………………………… 0百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 225,728株 17,807株 ― 243,535株

自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　退職給付引当金否認額……………………………………………………………………… 935百万円
　関係会社株式評価損………………………………………………………………………… 1,049百万円
　繰越欠損金…………………………………………………………………………………… 7,101百万円
　その他………………………………………………………………………………………… 1,049百万円
　繰延税金資産小計…………………………………………………………………………… 10,136百万円
　評価性引当額………………………………………………………………………………… △9,256百万円
　繰延税金資産合計…………………………………………………………………………… 880百万円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金………………………………………………………………… 573百万円
　繰延税金負債合計…………………………………………………………………………… 573百万円

　差引：繰延税金資産純額………………………………………………………………………… 306百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社
（子会社） （単位：百万円）

会 社 等 の 名 称 資本金又
は出資金

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の

兼 任 等 事業上の関係

ケミコン岩手㈱ 400
百万円

コ ン デ ン サ
の製造販売 100％ 兼任

２人
コンデンサの
仕入

製品仕入 17,207 買掛金 1,582
材料支給等 5,856 未収入金 631

ケミコン宮城㈱ 400
百万円

コ ン デ ン サ
の製造販売 100％ 兼任

２人
コンデンサの
仕入

製品仕入 9,950 買掛金 994
支払利息 0 借入金 1,386
材料支給等 1,426 未収入金 207

ケミコン福島㈱ 400
百万円

コ ン デ ン サ
の製造販売 100％ 兼任

２人
コンデンサの
仕入

製品仕入 12,383 買掛金 1,142
材料支給等 7,888 未収入金 699

福島電気工業㈱ 400
百万円

ア ル ミ 電 解
コ ン デ ン サ
用 電 極 箔 の
製造販売

100％ 兼任
２人 電極箔の仕入

製品仕入 9,920 買掛金 958
受取利息 5 貸付金 1,488
材料支給等 6,332 未収入金 649

United Chemi-
Con, Inc.

US$
30,000

千
コ ン デ ン サ
の製造販売

100％
(100％)

兼任
１人

コンデンサの
販売・仕入

製品販売 7,180 売掛金 2,735原材料・設備販売 401
製品仕入 798 買掛金 66
材料支給等 90 未収入金 47

Chemi-Con
Materials
Corporation

US$
60,000

千

ア ル ミ 電 解
コ ン デ ン サ
用 電 極 箔 の
製造販売

100％
(100％)

兼任
１人 電極箔の仕入

原材料・設備販売 590 売掛金 290

製品仕入 2,395 買掛金 1,208
Europe Chemi-Con
(Deu t s ch l and)  
GmbH

EURO
2,045

千
コ ン デ ン サ
の販売 100％ 兼任

１人
コンデンサの
販売 製品販売 10,730 売掛金 3,797

Singapore Chemi-
Con(Pte.) Ltd.

S$
10,000

千
コ ン デ ン サ
の販売 100％ 兼任

１人
コンデンサの
販売 製品販売 4,026 売掛金 686

P.T.Indonesia
Chemi-Con

US$
36,000

千
コ ン デ ン サ
の製造販売

90.00％
(10.83％) ― コンデンサの

販売・仕入

製品販売 816 売掛金 557原材料・設備販売 971
製品仕入 8,887 買掛金 834
材料支給等 2,031 未収入金 664

Chemi-Con (Malaysia)
Sdn. Bhd.

RM
60,000

千
コ ン デ ン サ
の製造販売 100％ ― コンデンサの

販売・仕入
製品仕入 10,269 買掛金 1,102
材料支給等 7,019 未収入金 1,744
受取利息 27 貸付金 1,881

台湾佳美工股份
有限公司

NT$
600,000

千
コ ン デ ン サ
の製造販売 100％ 兼任

１人
コンデンサの
販売・仕入

製品販売 3,925 売掛金 1,332原材料・設備販売 695
材料支給等 709 未収入金 199

支払委託 ― 未払金 686
長期未払金 3,936

貴弥功（無錫）
有限公司

US$
38,000

千
コ ン デ ン サ
の製造販売

100％
(100％)

兼任
１人

コンデンサの
販売・仕入

製品仕入 10,459 買掛金 1,966
材料支給等 4,964 未収入金 560

Hong Kong Chemi-Con
Ltd.

HK$
690,000

千
コ ン デ ン サ
の販売 100％ 兼任

１人
コンデンサの
販売

製品販売 20,896 売掛金 6,060原材料・設備販売 547
債務保証 2,506 ― ―
関係会社出資金売却益 3,196 ― ―

上海貴弥功貿易
有限公司

US$
3,000

千
コ ン デ ン サ
の販売

100％
(100％) ― コンデンサの

販売 製品販売 14,800 売掛金 4,741
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（関連会社） （単位：百万円）

会 社 等 の 名 称 資本金又
は出資金

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
割 合

関 係 内 容
取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の

兼 任 等 事業上の関係

三瑩電子工業㈱
WON
10,000

百万

コ ン デ ン サ
等 の 製 造 販
売

33.4％ 兼任
１人

コンデンサ等
の販売・仕入

原材料等販売 567 売掛金 53
製品仕入 3,969 買掛金 264
材料支給等 1,649 未収入金 164

（注） 議決権等の所有割合欄の（　）内は、間接所有割合を内数で示しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
⒈　製品等の販売及び仕入については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、決定しております。
⒉　資金の貸付及び借入については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
⒈　１株当たり純資産額…………………………………………………………………………………… 371円39銭
⒉　１株当たり当期純利益………………………………………………………………………………… 19円95銭

（その他の注記）
　退職給付関係

採用している退職給付制度の概要
当社は、確定給付型の制度である確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び確定拠出型の退職給付制度
を設けております。なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月15日

日 本 ケ ミ コ ン 株 式 会 社
取　締　役　会　御　中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡 本 和 巳㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 島　藤　章太郎㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本ケミコン株式会社の平成28年４月１日から平成29
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
日本ケミコン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

― 45 ―

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月15日

日 本 ケ ミ コ ン 株 式 会 社
取　締　役　会　御　中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡 本 和 巳㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 島　藤　章太郎㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ケミコン株式会社の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第70期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

⒈　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ
いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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⒉　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は相

当であると認めます。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　なお、事業報告に記載の独占禁止法に関する案件について、監査役会は、当社及び子会社が独占禁止法を含
む法令遵守の徹底に引き続き取り組んでいることを確認しております。今後とも法令遵守の体制をより一層強
化することなどについて適正な対応がなされるよう、引き続き監査してまいります。

平成29年５月16日

日本ケミコン株式会社　監査役会
常勤監査役 市 川 　 昇㊞
常勤監査役 高 橋 幸 定㊞
監 査 役 会 田 豊 治㊞
監 査 役 森 田 史 夫㊞

(注)　監査役会田豊治及び監査役森田史夫は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
ます。

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、次のとおりと致したいと存じます。
期末配当に関する事項
　当社の配当につきましては、長期的な安定配当の継続を基本とし、これに将来の研究開発・設
備投資のための内部留保並びに各期の単独の業績及び連結の業績等を総合的に勘案して決定して
おります。
　この基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、次のとおりとさせていただきたいと
存じます。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円　総額488,714,397円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日
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第２号議案　株式併合の件
１．株式併合を必要とする理由

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、上場する国内会社の普
通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。
　当社は、東京証券取引所に上場する会社としてこの趣旨を尊重し、当社株式の売買単位であ
る単元株式数を現在の1,000株から100株に変更することを平成29年５月17日開催の取締役
会で決議致しました。
　これに伴い、当社株式につき、証券取引所が望ましいとする投資単位の水準（５万円以上50
万円未満）を維持し、また各株主様の議決権の数に変更が生じることがないよう、下記のとお
り株式の併合を実施するものであります。
　なお、上記の単元株式数の変更は、本議案が原案どおり承認可決されることを条件として、
平成29年10月１日をもって、その効力が発生することとしております。

２．株式併合の内容
(1）併合の割合

　当社の株式について、10株を１株に併合致します。
　なお、株式併合の結果、その所有株式の数に１株に満たない端数が生じた場合は、会社法
の定めに従い、当社がこれを一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対
して、端数の割合に応じて分配致します。

(2) 株式併合の効力発生日
　平成29年10月１日

(3) 効力発生日における発行可能株式総数
39,613,200株

　なお、株式の併合を行うことにより、会社法第182条第２項の定めに従い、その効力発生
日に、発行可能株式総数に係る定款の変更をしたものとみなされます。

(4) その他
　その他手続上の必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。
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【ご参考】
　本議案が原案どおり承認可決された場合には、平成29年10月１日をもって、当社定款の一
部が次のとおり変更されることとなります。
　変更箇所について、現行定款と変更後の定款とを対照すると、次のとおりとなります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 後 の 定 款

第２章　株　式 第２章　株　式
（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）
第５条　当会社の発行可能株式総数は、
　　　　３億9,613万２千株とする。

第５条　当会社の発行可能株式総数は、
　　　　3,961万3,200株とする。

（単元株式数）
第７条　当会社の１単元の株式数は、1,000株

　とする。

（単元株式数）
第７条　当会社の１単元の株式数は、100株と

　する。
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第３号議案　取締役６名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役全員６名が任期満了となりますので、これに伴い取締役６名の
選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

１ う ち

内
や ま

山
い く

郁
お

夫
(昭和26年６月11日生)

再 任

昭和52年 ４月 当社入社

117,000株

平成 ９年 ７月 KDK㈱新潟工場長
平成11年10月 当社材料事業本部新潟工場長
平成13年 ６月 当社取締役管理部・人事部・資材部担

当
平成14年 ９月 当社取締役材料事業本部長兼管理部・

人事部・資材部・環境部担当
平成15年 ６月 当社取締役社長COO兼管理部・人事

部・監査室担当
平成16年６ 月 当社取締役社長COO兼経営企画部・

監査室担当
平成17年４ 月 当社取締役社長COO兼経営企画部・

SCM推進部・監査室担当
平成17年 ６月 当社取締役社長 経営企画部・SCM推

進部・監査室担当
平成19年10月 当社取締役社長 経営企画部・内部統制

推進室・監査室担当
平成23年４ 月 当社取締役社長 内部統制推進室・監査

室担当
平成24年12月 当社取締役社長 監査室担当
平成26年６ 月 当社取締役社長 社長執行役員 監査室

担当
現在に至る

〔重要な兼職の状況〕
Europe Chemi-Con (Deutschland) GmbH 取締役

【取締役候補者とした理由】
内山郁夫氏は、材料事業部門に長く携わり、当社新潟工場長、当社取締役を経て、平成15年６月から
当社取締役社長を務めており、当社グループの事業及び会社経営についての豊富な経験を有しており
ます。この経験を活かし、取締役として当社グループの重要事項の決定、経営執行の監督に十分な役
割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

２
み ね

峰
ぎ し

岸
よ し

克
ふ み

文
(昭和32年11月28日生)

再 任

昭和55年 ４月 当社入社

34,000株

平成13年 ７月 当社材料事業本部新潟工場長
平成15年 ７月 当社材料事業本部副本部長兼高萩工

場長
平成17年 ６月 当社取締役材料事業本部長
平成19年 ７月 当社取締役生産技術センター長兼材

料事業本部長
平成20年 ４月 当社取締役設備開発センター長兼材

料事業本部長
平成23年 ４月 当社取締役材料事業本部長
平成25年 ６月 当社常務取締役材料事業本部長
平成26年 ６月 当社取締役常務執行役員兼材料事業

本部長
平成28年 ４月 当社取締役常務執行役員兼製品事業

統括 総統括
現在に至る

〔重要な兼職の状況〕
Chemi-Con Materials Corporation 代表取締役社長
ケミコン福島㈱ 代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
峰岸克文氏は、材料事業部門に長く携わり、当社新潟工場長、高萩工場長を経て平成17年６月から当
社取締役を務めており、当社グループの事業及び会社経営についての豊富な経験を有しております。
この経験を活かし、取締役として当社グループの重要事項の決定、経営執行の監督に十分な役割を果
たすことが期待できるため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

― 53 ―

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者
番　号

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

３ し ら

白
い し

石
しゅう

修
い ち

一
(昭和31年２月14日生)

再 任

昭和54年 ４月 当社入社

24,000株

平成 ７年 ７月 当社企画部長
平成11年 ６月 マルコン電子㈱取締役社長
平成14年 ９月 当社営業本部第二開発営業部長兼物

流部長兼マルコン電子㈱取締役社長
平成15年 ２月 当社営業本部第二開発営業部長兼物

流部長
平成17年 ７月 当社コンデンサ事業本部事業企画部

長
平成20年 ６月 当社取締役コンデンサ事業本部副本

部長
平成21年 ２月 当社取締役生産本部副本部長
平成21年 ３月 当社取締役兼三瑩電子工業㈱理事副

社長
平成25年 １月 当社取締役企画本部長
平成26年 ６月 当社取締役上席執行役員兼企画本部

長
平成28年 ４月 当社取締役上席執行役員兼営業本部

長兼経営戦略部担当
平成28年 ６月 当社取締役常務執行役員兼営業本部

長兼経営戦略部担当
現在に至る

〔重要な兼職の状況〕
United Chemi-Con, Inc. 取締役
Hong Kong Chemi-Con Ltd. 取締役
Singapore Chemi-Con (Pte.) Ltd. 取締役

【取締役候補者とした理由】
白石修一氏は、企画部門、営業部門、生産部門等に携わり、当社子会社の社長も経験されておりま
す。平成20年６月から当社取締役を務めており、当社グループの事業及び会社経営についての豊富な
経験を有しております。この経験を活かし、取締役として当社グループの重要事項の決定、経営執行
の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役として選任をお願いするもので
あります。

― 54 ―

取締役選任議案



2017/05/29 10:27:30 / 16267797_日本ケミコン株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者
番　号

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

４ こ ん

今
ぱ る

春
 

　
とおる

徹
(昭和31年７月４日生)

再 任

昭和54年 ４月 当社入社

29,000株

平成14年 ６月 当社電解事業本部事業企画部長
平成16年 ４月 P.T.Indonesia Chemi-Con 取締役社

長
平成21年３ 月 当社生産本部生産企画部長
平成22年６ 月 当社取締役生産本部長
平成26年６ 月 当社取締役上席執行役員兼生産本部

長
平成28年４ 月 当社取締役上席執行役員兼製品事業

統括 副統括
現在に至る

〔重要な兼職の状況〕
台湾佳美工股份有限公司 董事長
貴弥功（無錫）有限公司 董事長
ケミコン岩手㈱ 取締役
ケミコン宮城㈱ 取締役

【取締役候補者とした理由】
今春徹氏は、生産部門に長く携わり、当社海外子会社の社長も経験されております。平成22年６月か
ら当社取締役を務めており、当社グループの事業及び会社経営についての豊富な経験を有しておりま
す。この経験を活かし、取締役として当社グループの重要事項の決定、経営執行の監督に十分な役割
を果たすことが期待できるため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

５

た か

高
は し

橋
ひ で

英
あ き

明
(昭和21年１月29日生)

再 任

社 外

独立役員

平成 ２年 ６月 北海道大学工学部助教授

0株

平成 ６年 ６月 同大学大学院工学研究科教授
平成20年 ４月 同大学名誉教授、旭川工業高等専門学

校校長
平成26年 ４月 同大学名誉教授、旭川工業高等専門学

校名誉教授
現在に至る

平成26年 ６月 当社取締役
現在に至る

【社外取締役候補者とした理由】
高橋英明氏は、当社取締役就任前に会社の経営に関与された経験はありませんが、当社の事業分野で
あるコンデンサ用材料に係る専門知識や長年にわたる大学教授としての幅広い知識・経験を有してお
られることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと考えております。な
お、同氏は平成26年６月に当社の社外取締役として就任しており、本総会終結の時をもって、その在
任期間は３年であります。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

６

か わ

川
か み

上
き ん

欽
や

也
(昭和26年11月20日生)

再 任

社 外

独立役員

昭和51年 ４月 横浜ゴム㈱入社

0株

平成15年 １月 同社タイヤ材料設計部長
平成17年 ６月 同社研究部長
平成20年 ６月 同社取締役執行役員購買部担当兼研

究本部長
平成22年 ６月 同社取締役執行役員研究本部長兼グ

ローバル調達本部長
平成23年 ６月 同社取締役常務執行役員グローバル

人事部担当兼ＣＳＲ本部長
平成24年 ３月 同社取締役常務執行役員ＣＳＲ本部

長兼研究本部長
平成26年 ３月 同社顧問兼浜ゴム不動産㈱代表取締

役社長
平成27年６ 月 当社取締役兼横浜ゴム㈱顧問兼浜ゴ

ム不動産㈱代表取締役社長
平成
平成

28
28

年
年

３
11

月
月

当社取締役兼横浜ゴム㈱顧問
当社取締役
現在に至る

【社外取締役候補者とした理由】
川上欽也氏は、横浜ゴム㈱の購買部門、研究部門、ＣＳＲ部門等、幅広い分野で経営に携わり、豊富
な経験と見識を有しております。その経験と見識に基づき、当社の経営を客観的な立場から監督して
いただけるものと考え、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は平成27年
６月に当社の社外取締役として就任しており、本総会終結の時をもって、その在任期間は２年であり
ます。

（注）⒈　候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
⒉　高橋英明及び川上欽也の両氏は、社外取締役候補者であります。
⒊　高橋英明及び川上欽也の両氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており

ます。
4　当社は、高橋英明及び川上欽也の両氏との間で会社法第427条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。その概要は、社外取締役の責任の限度を同法第425条第１項に定める最低責任
限度額とするものであります。高橋英明及び川上欽也の各氏の選任が承認された場合、当社は各氏と
の間で、本契約を継続する予定であります。
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第４号議案　監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役市川昇氏が任期満了となりますので、これに伴い監査役１名
の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

や

矢
じ ま

島
ひ ろ

弘
ゆ き

行
(昭和32年4月7日生)

新 任

昭和57年 1 月 当社入社

4,000株

平成
平成

15
17

年
年

10
７

月
月

当社固体複合事業本部複合事業商品開発部長
当社複合事業本部商品開発部長

平成19年 ７月 当社ソリューション開発部長
平成20年 ４月 当社ソリューション開発部長兼マーケティン

グ部長
平成23年４ 月 当社技術本部ソリューション開発部長
平成26年６ 月 当社執行役員兼技術本部ソリューション開発

部長
平成28年 ６月 当社上席執行役員兼研究開発本部副本部長

現在に至る

【監査役候補者とした理由】
矢島弘行氏は、技術開発部門、マーケティング部門等を経て、平成26年６月からは当社執行役員を務めてお
り、当社グループの事業を熟知しております。その豊富な経験と知見を活かして適正な監査を果たすことが期
待できるため、監査役として選任をお願いするものであります。

（注）　候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願い
するものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は次のとおりであります。

氏 名
( 生 　 年 　 月 　 日 ) 略歴及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 の 数

か な

金
い

井
だ

田
 

　
か つ

克
 

　
じ

司
(昭和23年10月２日生)

昭和47年 ４月 ㈱日立製作所入社

8,000株

平成 ９年12月 同社家電事業本部冷熱事業部経理部長
平成12年 ６月 同社家電事業本部次長兼財務部長
平成14年 ４月 日立ホーム＆ライフソリューション㈱取締

役財務本部長
平成16年６ 月 ㈱日立空調システム取締役財務部長
平成18年４ 月 日立アプライアンス㈱取締役財務本部長
平成21年４ 月 同社監査役
平成23年３ 月 同社監査役退任
平成23年６ 月 当社監査役
平成27年６ 月 当社監査役退任

現在に至る
【補欠の社外監査役候補者とした理由】
金井田克司氏は、㈱日立製作所において主に経理・財務業務を経験した後、日立
アプライアンス㈱の取締役及び監査役を務められました。その豊富な経験と見
識を活かして当社の経営を客観的な立場から監査していただけるものと考え、補
欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

（注）⒈　候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
⒉　金井田克司氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
⒊　金井田克司氏が監査役に就任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第
425条第１項に定める最低責任限度額としております。

以　上
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株主総会会場ご案内図
会　場 東京都品川区大崎五丁目６番２号

都五反田ビル西館２階 当社研修室 電話 03-5436-7711

ユニクロ

大崎警察署
立正大学

大崎公園

ジーンズ
メイト

りそな銀行

ヒコサカ薬局

スターバックス
コーヒー

セブンイレブン

山手通り
ブックオフ

ＡＯＫＩ
みずほ銀行ファミリーマート

プロント
ファミリーマート

至渋谷
レミィ五反田

ＪＲ山手線至品川

目黒川

野村證券
(西口)

(東口) 地下鉄
Ａ３出口

ヴィクトリアゴルフ
ホテルマイステイズ
五反田駅前

都五反田ビル東館

東
急
池
上
線

桜
田
通
り

総会会場
都五反田ビル西館

ファミリーマート

都営地下鉄浅草線
五反田駅

大
崎
広
小
路
駅

五反田駅

最寄駅 東 急 池 上 線 大 崎 広 小 路 駅より徒歩約２分
Ｊ Ｒ 山 手 線 五 反 田 駅 西 口より徒歩約６分
都営地下鉄浅草線 五反田駅A3出口より徒歩約６分

※　会場には駐車場の用意がございませんので、ご了承下さい。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




